
ご意見をお聞かせください
【１】ご関心のある政治課題（複数選択可）

【２】アベノミクスについて、ご意見があれば
　　 お書きください

【３】門山ひろあきへのご意見・お問い合わせ
　　 をご自由にお書きください

皆様からお寄せいただいた、貴重なご意見・ご要望は、
門山ひろあき本人が、一通一通丁寧に目を通し、政治
活動に反映させて頂きます。

□消費税増税　□集団的自衛権　□憲法改正

□行政改革・公務員改革　□年金・社会保障

□外交・防衛　□財政・金融　□子育て支援

□雇用対策　　□地方分権

□その他（　　　　　　　　）

景気回復・デフレ脱却へ
平成２６年度予算成立

好循環実現のための経済対策

　平成２６年度予算（一般会計総額９５兆８８２３億円）が
３月２０日の参議院本会議で、自民党と公明党などの
賛成多数で可決され、成立しました。これにより景気
回復とデフレ脱却への道を確かなものにするために
盛り込まれた諸施策が、本格執行されます。

　平成２６年４月１日、消費税率が５％から８％に
引き上げられました。国民の皆さまに信頼され
る社会保障制度をこれからも持続可能なものと
してしっかりと次の世代に引き渡していくた
めに決断したものですが、消費が落ち込み、景気が
悪化することのないよう対策を練っていかなけ
ればなりません。
　私たち自民党は、消費税率の引き上げによる
影響を緩和しながら、経済の好循環を軌道にのせるために「好循環実現の
ための経済対策」を実施します。この経済対策では、日本経済の競争力を
強化するために１兆４１８４億円の予算を投じるほか、復興・防災・安全対
策（３兆１２７４億円）も加速させます。また、女性や若者、高齢者や障害を
持つ方々向けの施策（３００５億円）や低所得の方々に配慮した施策（６４９３億円）
もていねいに進めていきます。

　また、消費税の引き上げによる影響を
最小限に抑えるためには、個人消費の元
となる国民の所得を増大させることが肝
要です。大企業においては、安倍首相の
賃上げ要請の効果もあって、多くの企業
で賃上げが行われ始めました。中堅・中
小企業で働く方々や非正規雇用で働く方
々にも賃金上昇の波が幅広く届くよう、
引き続き全力で取り組みます。
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総務委員会
　年度末は予算の成立だけでなく、各委員会が「日切
れ法案」（現在の法律の効力が年度末で期限切れとな
るため年度内に法律を成立させなければならない
法案）を抱え、あわただしく動きます。私の所属して
いる総務委員会もいくつかの「日切れ法案」を抱えて
いました。

　総務委員会というと何をやっているのかピンと来な
い方もいらっしゃると思います。総務委員会は、総務
省の所管する議案、請願等を審査する場ですが、総務
省の所管する範囲は行政組織、公務員制度、地方行財
政、選挙、消防防災、情報通信、郵政事業など大変に
幅広く、国民生活の基盤に広く関わっています。
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　ＮＨＫの平成２６年度予算承認についても総務委員会の所管で、年度末までに成
立させるべき案件のひとつでした。私も３月２５日この予算承認に際し、受信料未納の
問題について委員会で質問させていただきました（質疑の様子については、衆議院
インターネット審議中継 http://www.shugiintv.go.jp/  もご参照ください）。
受信料の公平負担を徹底するということは、ＮＨＫの重要な責務です。一方で、ＮＨＫ
役員の言動に国民の厳しい批判が寄せられていることにかんがみ、信頼の回復に
努めることは当然必要です。ＮＨＫには、積極的に受信料未納者の減少に努めると
ともに、これまで以上に信頼を得られるよう全力で取り組んでいただきたいと思
います。

　アベノミクスの第三の矢である「民間投資を喚起する成長戦略」は総務省の
所管範囲でも重要な課題となります。情報通信技術（ICT ‒ Information and 
Communication Technology）はそれ自体が成長産業でもあり、かつ全ての産業
の競争力強化につながる成長戦略の鍵です。世界最高レベルの通信インフラを整備し、
国際競争に勝てる基盤を作らなければなりません。ICTを活用して、電子行政の推進
など、利便性の高い行政システムをつくることも重要です。｠

　また、地域の活性化なくして
日本経済の再生はありません。
地域が元気になり、地域経済の
好循環が全国各地で起こること
が、皆様に成長を実感していた
だけるような日本の再生につな
がるのではないかと考えます。
地方分権、地域の自立と活性化
についても総務委員会でしっか
りと議論してまいります。

安全保障委員会
　私は、総務委員会以外に、安全保障委員会
にも所属しております。

　日本を取り巻く安全保障環境は厳しさを増
しているのが現状です。北朝鮮は金正恩によ
る不安定な独裁体制の下、核実験とミサイル
開発を進めています。中国は継続的に過去
２０年間にわたり年率１０％以上の割合で国防
費を増加させ、また南シナ海や東シナ海にお
いて、中国公船による尖閣諸島沖領海内への
侵入や「東シナ海防空識別区」の一方的な設
定を行うなど、不測の事態を招きかねない状
況です。こうした状況に対処する上で、日米
同盟が基軸であるべきなのは言うまでもあり
ません。一方で、米国頼みになるのではなく、
自国のことは自国で守るという姿勢も日本に
は求められるでしょう。

　周辺事態に対処し、毅然かつ冷静に
対処するためには、外交と防衛が緊密
に連携をしていかなければなりません。
そのために国家安全保障会議で総合的
に調整を図る必要があります。日本国
憲法の下、専守防衛に徹するという基
本方針は堅持しつつ、しっかりとした
防衛基盤の整備は、主張すべきことを
主張するためにも必要なことと考えて
います。
　また、経済のグローバル化に伴い、
一国・一地域で生じた安全保障上の問
題が対岸の火事では済まされず、国際
社会全体の課題になりうる時代になっ
てきています。資源や食料の多くを海
外との貿易に依存する日本にとっては、
世界の平和と安定を確かなものにして
いくことは繁栄の必要条件です。価値
観を共有する国々と協力関係を築き、
世界の平和構築に寄与していくことが、
「誇れる日本」のあるべき姿ではないか
と考えています。 

わが国周辺における主な兵力の状況（概数）
（出典：平成２５年版防衛白書）
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